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　　議　案　第　１４　号

（　総　　則　）

第　１　条

第　２　条

（　１　） 242 　ha

（　２　） 985,366 　㎥

（　３　） 2,700 　㎥

（　４　） ２９，２３１ 千円

うち ２５，６３０ 千円

第　３　条

下 水 道 事 業 収 益 ３１９，４００ 千円

１４２，６９８ 千円

１７６，７００ 千円

２ 千円

下 水 道 事 業 費 用 ３１８，２１７ 千円

２７９，４７４ 千円

３８，２９３ 千円

５０ 千円

４００ 千円

第　４　条

　　　勘定留保資金3,855千円及び当年度分損益勘定留保資金89,938千円で補てんするものとする。）

資　本　的　収　入 １６９，９２４ 千円

８８，６８０ 千円

７１，９１６ 千円

８，５００ 千円

８２８ 千円

資　本　的　支　出 ２６４，７４６ 千円

２９，２３１ 千円

２３５，５１５ 千円

令 和 ３ 年 度 太 子 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

第　１　款

支　　出

　　　　　第　１　項 営 業 費 用

　　　　　第　４　項

第　１　款

第　１　款

　　　　　第　１　項 営 業 収 益

　　　　　第　２　項 営 業 外 収 益

　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し

他 会 計 出 資 金　　　　　第　２　項

第　１　款

　　　　　第　１　項 企 業 債

収　　入

負 担 金

　　　　　第　２　項 営 業 外 費 用

　　　　　第　４　項 予 備 費

（　資本的収入及び支出　）

　　　　　第　３　項

支　　出

　　　　　第　３　項 国 庫 補 助 金

特 別 損 失

　　　不足する94,822千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額1,029千円、過年度分損益

　　　　　第　３　項 特 別 利 益

　令和３年度太子町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（　業務の予定量　）

　業務の予定量は、次のとおりとする。

排 水 区 域

年 間 有 収 水 量

一 日 平 均 有 収 水 量

建 設 改 良 事 業

公共下水道整備事業費

（　収益的収入及び支出　）

　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　入

　　　　　第　１　項 建 設 改 良 費

　　　　　第　２　項 企 業 債 償 還 金
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第　５　条

第　６　条

利　　率

第　７　条

第　８　条

（　１　） 収益的支出における各項間の流用

（　２　） 資本的支出における各項間の流用

第　９　条

（　１　） ２０，６９７ 千円

第　１０　条

太 子 町 長　　田　中　祐　二

公共下水道事業債

流域下水道事業債

下 水 道 事 業 債
( 特 別 措 置 分 )

資 本 費 平 準 化 債

年５．０％以内
（但し、利率見直
し方式で借り入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率）

借入先の融資条件による。但
し、下水道財政その他の都合
により償還期限及び据置期間
を短縮し、又は繰上償還もし
くは低利に借換えすることが
できる。

千円
8,500

(　他会計からの補助金　）

令 和 ３ 年 ３ 月 ２ 日 提　 出

　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以

　　　外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職 員 給 与 費

(　一時借入金　）

証書借入

又は

証券発行

限度額起債の目的

(　債務負担行為　）

　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり定める。

償還の方法

回収不能元金、利息及びそ
の延滞利息

起債の方法

(　企業債　）

　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、７７，３２７千円である。

　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

限　度　額

(　議会の議決を経なければ流用することのできない経費　）

事　　　　項

太 子 町 水 洗 便 所 改 造 資 金
融資あっせんに伴う損失補償

期　　　　間

千円
3,400

千円
32,000

千円
25,000

(　予定支出の各項の経費の金額の流用　）

　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

償還期限から履行の日まで
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１ 収　　入

１ 下 水 道 事 業 収 益 319,400

１ 営 業 収 益 142,698

１ 下 水 道 使 用 料 142,697

２ そ の 他 営 業 収 益 1

２ 営 業 外 収 益 176,700

１ 受 取 利 息 1

２ 補 助 金 78,624

３ 長 期 前 受 金 戻 入 98,074

４ 雑 収 益 1

３ 特 別 利 益 2

１ 過年度損益修正益 1

２ そ の 他 特 別 利 益 1

２ 支　　出

１ 下 水 道 事 業 費 用 318,217

１ 営 業 費 用 279,474

１ 管 渠 費 12,978

２ 総 係 費 24,357

３
流 域 下 水 道 維 持
管 理 負 担 金

50,041

４ 減 価 償 却 費 191,939

5 資 産 減 耗 費 159

２ 営 業 外 費 用 38,293

１ 支 払 利 息 29,284

２
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

9,009

3 特 別 損 失 50

１ 過年度損益修正損 50

４ 予 備 費 400

１ 予 備 費 400

令和３年度　　太子町下水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　　　　　考

款 項 目 予 定 額 備　　　　　　　考

（単位：千円）
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１ 収　　入

１ 資 本 的 収 入 169,924

１ 企 業 債 88,680

１ 企 業 債 88,680

２ 他 会 計 出 資 金 71,916

１ 他 会 計 出 資 金 71,916

３ 国 庫 補 助 金 8,500

１ 国 庫 補 助 金 8,500

４ 負 担 金 828

１ 負 担 金 828

２ 支　　出

１ 資 本 的 支 出 264,746

１ 建 設 改 良 費 29,231

１ 管 渠 整 備 費 25,630

２
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

3,601

２ 企 業 債 償 還 金 235,515

１ 企 業 債 償 還 金 235,515

資　本　的　収　入　及　び　支　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　　　　　考

款 項 目 予 定 額

（単位：千円）

備　　　　　　　考
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 562

　　　減価償却費 191,939

　　　固定資産除却費 159

　　　長期前受金戻入額 △ 98,074

　　　受取利息 △ 1

　　　支払利息 29,284

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 4,158

　　　未払金の増減額（△は減少） △ 32,131

　　　　　小計 87,580

　　　利息の受取額 1

　　　利息の支払額 △ 29,284

　　業務活動によるキャッシュ・フロー① 58,297

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 △ 27,354

　　　補助金、負担金等による収入 8,480

　　投資活動によるキャッシュ・フロー② △ 18,874

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　一時借入金による収入 17,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 88,680

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 235,515

　　　他会計からの出資による収入 71,916

　　財務活動によるキャッシュ・フロー③ △ 57,919

　資金増減額（①＋②＋③） △ 18,496

　資金期首残高 23,120

　資金期末残高 4,624

令和３年度太子町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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１．総　　括 （単位：千円）

給　料 職員手当 計

       3 (0) 10,679 6,662 17,341    3,356   20,697

       3 (0) 12,018 7,167 19,185    3,789   22,974

0 (0) △ 1,339 △ 505 △ 1,844 △ 433 △ 2,277

　　　　　　　　注）（　）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を外書きしたもの。

（単位：千円）

区　分 扶養手当 地域手当 時間外勤務手当 管理職手当 期末勤勉手当 通勤手当 住居手当 児童手当

本年度 498 671 268 0 4,625 24 336 240

前年度 180 759 326 444 5,174 284 0 0

比　較 318 △ 88 △ 58 △ 444 △ 549 △ 260 336 240

増減額
(千円)

318千円 2名

△88千円 3名

△58千円 3名

△444千円 0名

△497千円 3名

△260千円 1名

336千円 1名

240千円 1名

大学卒

短大卒

高校卒

令和2年4月1日現在

平均給料月額（円） 333,833 160,100円 150,600円

平均給与月額（円） 380,104

平 均  年 齢（歳） 43.3

339,051 188,700円 182,200円

平 均  年 齢（歳） 38.3 171,700円

区　　　　　　　　　分 一　般　職
区　分 一　　般　　職

国　の　制　度

令和3年4月1日現在

平均給料月額（円） 296,592 一　　般　　職

平均給与月額（円）

３．給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たりの給与 　イ　初　任　給

時間外勤務手当

管理職手当 管理職手当

期末勤勉手当 期末勤勉手当

通勤手当 通勤手当

職員手当 △ 505

その他の増減分 △ 453

令和3年度各手当増減分 令和3年度各手当支給人数

扶養手当 扶養手当

地域手当 地域手当

制度改正に伴う増減
分

△ 52
期末勤勉手当　4.5月から4.45月
へ引下げ

△52千円

時間外勤務手当

住居手当 住居手当

児童手当 児童手当

職員の状況

本 年 度　　3名

その他の増減分 △ 1,360 会計間異動に係る減額 △1,360千円
前 年 度　　3名

給　　料 △ 1,339

昇給に伴う増減分 21 平均昇給率　　0.51％ 21千円

区　　分 増減事由別内訳（千円） 説　　　　　　明 備　　　　　　　考

本　年　度

前　年　度

比　　　較

給　与　費　明　細　書

区 　分  職員数（人）
給　　　与　　　費

法  定
福利費

合 　計 備　考

職員手当
の 内 訳

２．給料及び職員手当の増減額の明細
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　エ　昇　　給

（人）

（人）

1号 （人）

2号 （人）

3号 （人）

4号 （人）

（％）

2.225 (1.175) 2.225 (1.175) 4.450 (2.35)

2.250 (1.175) 2.250 (1.175) 4.500 (2.35)

2.225 (1.175) 2.225 (1.175) 4.450 (2.35)

　　　　　　　　注）（　）内は、再任用職員を外書きしたもの。

　ケ　その他手当

全地域 なし

（％） 6

（人） 3

（％） 6

支給対象職員数 住 居 手 当 同　じ

国の指定基準に基づく支給率 通 勤 手 当 同　じ

　キ　地域手当 　ク　特殊勤務手当

支 給 対 象 地 域 区    分 国の制度との異同

支　　給　　率 扶 養 手 当 同　じ

無

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 無

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国の制度 有

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の

本 年 度 有

前 年 度 有

区　分
支 　給　 期　 別　 支　 給　 率 支　給　率　計 職制上の段階、

職務の級等による
加算措置

備　考
６月（月分） 12月（月分） （月分）

3 3

比　　率　（Ｂ）／（Ａ） 100.0 100.0

　オ　期末手当・勤勉手当

昇給に係る職員数（Ｂ） 3 3

号給数別内訳

0 0

0 0

0 0

区　　　　　　　　　　　　　分
本　年　度 前　年　度
一　般　職 一　般　職

職　　 員 　　数（Ａ） 3 3

計 3 100.0 3 100.0

１　級 0 0.0 0 0.0 主事補、技師補の職務

２　級 1 33.3 0 0.0 主事、技師の職務

３　級 1 33.3 2 66.7 主査の職務

４　級 1 33.3 0 0.0 主任の職務

５　級 0 0.0 1 33.3 課長補佐の職務

部長の職務

６　級 0 0.0 0 0.0 課長の職務

７　級 0 0.0 0 0.0

　ウ　級別職員数

区　分

令和3年4月1日現在 令和2年4月1日現在

級別の標準的な職務内容一　　般　　職 一　　般　　職

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）
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千円

支払義務発生（見込）額 支払義務発生予定額

期　　間

千円

融資実行日
から

償還完了日
まで

全額
営業収益

左 の 財
源 内 訳

金　　額 期　　間 金　　額

回収不能元
金、利息及び
その延滞利
息

千円

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の

太 子 町 水 洗 便 所 改
造 資 金 融 資 あ っ せ
ん に 伴 う 損 失 補 償

回収不能元
金、利息及び
その延滞利
息

－

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

－

事　　　　項

千円

限 度 額
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（令和２年４月１日から令和３年３月31日）

（単位：千円）

１．

（１） 134,305

（２） 1 134,306

２．

（１） 15,635

（２） 31,378

（３） 45,783

（４） 191,251

（５） 427 284,474

150,168

３．

（１） 6

（２） 95,756

（３） 97,985

（４） 1 193,748

４．

（１） 34,908

（２） 4,550 39,458 154,290

4,122

５．

（１） 2,157 2,157

６．

（１） 2

（２） 6,425 6,427 △ 4,270

△ 148

0

148

管 渠 費

令和２年度　太子町下水道事業会計予定損益計算書

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

支 払 利 息

総 係 費

流域下水道維持管理負担金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

そ の 他 特 別 損 失
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（単位：千円）

１．

（１）

イ 4,354,468

△ 154,485 4,199,983

ロ 57,469

△ 7,367 50,102

4,250,085

（２）

イ 509,902

509,902

4,759,987

２．

（１） 23,120

（２） 25,513

△ 500 25,013

48,133

4,808,120

構 築 物

令和２年度　太子町下水道事業会計予定貸借対照表

（令和３年３月31日）

資　　　産　　　の　　　部

固　　定　　資　　産

有 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置 減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流　　動　　資　　産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３．

（１）

イ

1,538,585

1,538,585

1,538,585

４．

（１）

イ

235,515

235,515

（２） 43,367

（３）

イ 1,843

1,843

280,725

５．

（１） 2,553,400

（２） 長期前受金収益化累計額 △ 97,618

2,455,782

4,275,092

６． 533,176

７．

（１）

イ 148

△ 148

△ 148

533,028

4,808,120

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

負　　　債　　　の　　　部

固　　定　　負　　債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

充 て る 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流　　動　　負　　債

企 業 債

資　　　本　　　の　　　部

充 て る 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰　　延　　収　　益

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　　本　　　　金

剰　　　　余　　　　金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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（令和３年４月１日から令和４年３月31日）

（単位：千円）

１．

（１） 129,725

（２） 1 129,726

２．

（１） 12,049

（２） 23,272

（３） 45,492

（４） 191,939

（５） 159 272,911

143,185

３．

（１） 1

（２） 78,624

（３） 98,074

（４） 8 176,707

４．

（１） 29,284

（２） 3,633 32,917 143,790

605

５．

（１） 1

（２） 1 2

６．

（１） 45 45 △ 43

562

148

414

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

令和３年度　太子町下水道事業会計予定損益計算書

営 業 費 用

管 渠 費

総 係 費

流域下水道維持管理負担金

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

そ の 他 営 業 収 益

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

支 払 利 息

雑 収 益

営 業 外 費 用

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益
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（単位：千円）

１．

（１）

イ 4,354,468

△ 309,198 4,045,270

ロ 79,963

△ 14,025 65,938

4,111,208

（２）

イ 484,035

484,035

4,595,243

２．

（１） 4,624

（２） 29,671

△ 500 29,171

33,795

4,629,038

構 築 物

令和３年度　太子町下水道事業会計予定貸借対照表

（令和４年３月31日）

資　　　産　　　の　　　部

固　　定　　資　　産

有 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置 減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流　　動　　資　　産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３．

（１）

イ

1,423,668

1,423,668

1,423,668

４．

（１） 一時借入金 17,000

（２）

イ

203,597

203,597

（３） 11,237

（４）

イ 1,843

1,843

233,677

５．

（１） 2,561,129

（２） 長期前受金収益化累計額 △ 194,942

2,366,187

4,023,532

６． 605,092

７．

（１）

イ 414

414

414

605,506

4,629,038

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

負　　　債　　　の　　　部

固　　定　　負　　債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流　　動　　負　　債

企 業 債

資　　　本　　　の　　　部

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰　　延　　収　　益

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資　　　　本　　　　金

剰　　　　余　　　　金

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
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　注　　記　　表

Ⅰ．重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却方法

　　（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

　　構築物 50年

　　機械及び装置 20年

　　（２）無形固定資産（リース資産を除く。）

　　施設利用権 45年

　２　引当金の計上方法

　　（１）退職給付引当金

　　（２）賞与引当金

　　（３）貸倒引当金

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　２　引当金の取崩し

　　（１）貸倒引当金の取崩し

　　（２）賞与引当金の取崩し

・減価償却の方法　　定額法による。

・主な耐用年数

・減価償却の方法　　定額法による。

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等により回収不能見込額を計上している。

　　職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末にお
　ける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　令和３年度において、期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費として5,530千円を支出するた
め、賞与引当金1,843千円を取り崩す。

　　職員の退職手当は、「職員の退職手当の負担に関する協定書」に基づき、一般会計がその全部を
　負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

・主な耐用年数

　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定の
　ものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は973,105千円である。

　　令和３年度において、債権100千円を不納欠損処理するため、貸倒引当金100千円の取り崩しを
　予定している。
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予 算 参 考 資 料



（款）１．下水道事業収益 （単位：千円）

項 目 節 予 定 額

1.営業収益 142,698

1.下水道使用料 142,697

下水道使用料 142,697 下水道使用料 142,697

2.その他営業収 1

　益
手数料 1 受益者負担金督促手数料 1

2.営業外収益 176,700

1.受取利息 1

預金利息 1 預金利息 1

2.補助金 78,624

国庫補助金 1,297 社会資本整備総合交付金 1,297

他会計補助金 77,327 一般会計補助金 77,327

3.長期前受金戻 98,074

　入
長期前受金戻入 98,074 長期前受金戻入 98,074

4.雑収益 1

その他雑収益 1 延滞金 1

3.特別利益 2

1.過年度損益修 1

　正益
過年度損益修正益 1 過年度損益修正益 1

2.その他特別利 1

　益
その他特別利益 1 その他特別利益 1

令和３年度 太子町下水道事業会計予算明細書
収　益　的　収　入

説　　　明
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（款）１．下水道事業費用 （単位：千円）

項 目 節 予 定 額

1.営業費用 279,474

1.管渠費 12,978

動力費 1,089 マンホールポンプ動力費 1,089

通信運搬費 458 マンホールポンプ緊急通報電話料 458

賃借料 8 マンホールポンプ配電盤土地賃借料 8

修繕費 2,000 排水施設等修繕費 2,000

委託料 4,416 下水道台帳管理システム保守委託料 385

マンホールポンプ点検委託料 2,977

管渠清掃委託料 491

下水道台帳管理システム更新委託料 563

材料費 259 材料費 259

負担金 2,748 南河内４市町村広域化事業負担金 2,748

工事請負費 2,000 排水施設等改修工事 2,000

2.総係費 24,357

給料 6,416 給料 6,416

手当 2,805 扶養手当 180

地域手当 396

時間外勤務手当 117

期末勤勉手当 1,776

住居手当 336

賞与引当金繰入額 1,058 賞与引当金繰入額（手当） 886

賞与引当金繰入額（法福） 172

法定福利費 1,814 職員共済組合 1,814

旅費 69 職員旅費 69

備消品費 25 消耗品費 25

通信運搬費 10 郵便料 10

委託料 11,798 下水道使用料徴収事務委託料 10,505

公営企業経営支援人材ネット委託料 770

収　益　的　支　出

説　　　明
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（款）１．下水道事業費用 （単位：千円）

項 目 節 予 定 額

企業会計システム保守委託料 523

保険料 30 賠償責任保険 30

研修費 30 職員研修費 30

貸倒引当金繰入額 100 貸倒引当金繰入額 100

補償費 115 一括納付報奨金 115

負担金 87 大阪府下水道協会会費 7

大阪府下水道事業促進協議会会費 10

日本下水道協会会費 70

3.流域下水道維 50,041

　持管理負担金
負担金 50,041 流域下水道維持管理負担金 50,041

4.減価償却費 191,939

有形固定資産減価
償却費

162,798 構築物 154,713

機械及び装置 8,085

無形固定資産減価
償却費

29,141 施設利用権 29,141

5.資産減耗費 固定資産除却費 159 固定資産除却費 159

2.営業外費用 38,293

1.支払利息 29,284

企業債支払利息 29,281 下水道事業債利息 29,281

一時借入金支払利
息

3 一時借入金支払利息 3

2.消費税及び地 9,009

　方消費税 消費税及び地方消
費税

9,009 消費税及び地方消費税 9,009

3.特別損失 50

1.過年度損益修 50

　正損
過年度損益修正損 50 過年度損益修正損 50

4.予備費 400

1.予備費 400

予備費 400 予備費 400

説　　　明
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（款）１．資本的収入 （単位：千円）

項 目 節 予 定 額

1.企業債 88,680

1.企業債 88,680

企業債 88,680 公共下水道事業債 8,500

流域下水道事業債 3,400

資本費平準化債 25,000

借換債 19,780

その他企業債 32,000

2.他会計出資金 71,916

1.他会計出資金 71,916

一般会計出資金 71,916 一般会計出資金 71,916

3.国庫補助金 8,500

1.国庫補助金 8,500

国庫補助金 8,500 社会資本整備総合交付金 8,500

4.負担金 828

1.負担金 828

受益者負担金 827 受益者負担金 827

工事負担金 1 その他工事負担金 1

資　本　的　収　入

説　　　明
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（款）１．資本的支出 （単位：千円）

項 目 節 予 定 額

1.建設改良費 29,231

1.管渠整備費 25,630

給料 4,263 給料 4,263

手当 2,971 扶養手当 318

地域手当 275

時間外勤務手当 151

期末勤勉手当 1,963

通勤手当 24

児童手当 240

法定福利費 1,370 職員共済組合 1,370

印刷製本費 20 印刷製本費 20

工事請負費 17,006 排水施設等整備工事 17,006

2.流域下水道建 3,601

　設負担金
負担金 3,601 流域下水道建設負担金 3,601

2.企業債償還金 235,515

1.企業債償還金 235,515

企業債償還金 235,515 下水道事業債 235,515

資　本　的　支　出

説　　　明
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